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◇
「
専
門
性
」
は
時
代
と
と
も
に
変
化
す

る
た
め
、
判
断
基
準
を
明
確
に
定
義
す

る
の
は
困
難
。 

◇
26
業
務
の
該
当
の
有
無
を
め
ぐ
り
関
係

者
間
で
解
釈
の
違
い
が
生
じ
る
ケ
ー
ス

が
発
生
。
い
わ
ゆ
る
付
随
的
な
業
務
に

つ
い
て
も
、
該
当
の
有
無
の
判
断
が
難

し
い
と
い
う
意
見
。 

◇
現
行
の
26
業
務
と
い
う
区
分
に
基
づ
く

規
制
の
廃
止
を
含
め
、
労
働
政
策
審
議

会
で
議
論
し
て
い
く
こ
と
が
適
当
。

⑵　

現
行
の
常
用
代
替
防
止
策
の
課
題

◇
常
用
代
替
防
止
は
派
遣
労
働
者
の
保
護

や
雇
用
の
安
定
と
必
ず
し
も
両
立
し
な

い
。 

◇
正
規
雇
用
労
働
者
と
同
様
の
待
遇
の
派

遣
労
働
者
ま
で
一
律
に
抑
制
の
対
象
と

す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
。 

◇
期
間
制
限
の
存
在
が
派
遣
労
働
者
の
雇

用
の
不
安
定
性
の
一
因
に
。 

◇
派
遣
労
働
者
の
所
属
す
る
単
位
を
変
更

す
れ
ば
、
同
一
の
派
遣
労
働
者
の
受
入

れ
を
長
期
間
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
仕

と
が
考
え
ら
れ
る
。 

◇
製
造
業
務
派
遣
に
つ
い
て
指
摘
さ
れ
て

い
る
問
題
は
、
製
造
業
務
の
有
期
雇
用

労
働
者
一
般
に
関
係
す
る
事
項
で
あ

り
、
労
働
者
派
遣
制
度
の
中
で
対
応
す

べ
き
理
由
に
乏
し
い
。
雇
用
の
不
安
定

性
に
つ
い
て
は
、
登
録
型
派
遣
を
め
ぐ

る
雇
用
の
不
安
定
性
の
議
論
の
中
で
検

討
す
べ
き
。

第
3
　
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
の

在
り
方

◇
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
に
は
有
期
雇
用

を
反
復
更
新
し
て
い
る
者
も
含
ま
れ
て

お
り
、
そ
れ
ら
の
者
の
雇
用
が
必
ず
し

も
安
定
し
て
い
な
い
状
況
。 

◇
「
常
時
雇
用
さ
れ
る
」
を
「
期
間
の
定

め
の
な
い
」
も
の
と
再
整
理
す
る
こ
と

で
、
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
は
す
べ
て

の
派
遣
労
働
者
を
無
期
雇
用
す
る
派
遣

元
に
限
定
す
る
こ
と
が
適
当
。

第
4
　
期
間
制
限
の
在
り
方
等

⑴　

26
業
務
と
い
う
区
分
に
基
づ
く
規
制

の
在
り
方
に
つ
い
て

を
基
本
的
な
視
点
と
し
て
持
つ
こ
と
が

適
当
。

第
2
　
登
録
型
派
遣
・
製
造
業
務

派
遣
の
在
り
方

◇
登
録
型
派
遣
は
労
働
力
の
需
給
調
整
の

仕
組
み
と
し
て
有
効
に
機
能
し
て
お

り
、
仮
に
禁
止
し
た
場
合
、
経
済
活
動

や
雇
用
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
。 

◇
登
録
型
派
遣
に
つ
い
て
は
、
雇
用
の
不

安
定
性
へ
の
対
応
が
必
要
で
あ
り
、
後

述
の
雇
用
安
定
措
置
を
講
じ
て
い
く
こ

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス
①�

（
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
）

「
今
後
の
労
働
者
派
遣
制
度
の

　
在
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」
報
告
書
概
要

　
労
働
者
派
遣
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、「
今
後
の
労
働
者
派
遣
制
度
の
在
り
方

に
関
す
る
研
究
会
」（
座
長
：
鎌
田
耕
一
　
東
洋
大
学
法
学
部
教
授
）
に
お
い
て
、
24

年
10
月
よ
り
16
回
に
わ
た
っ
て
検
討
が
行
わ
れ
、
25
年
8
月
に
同
研
究
会
の
報
告
書
が

取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

　
厚
生
労
働
省
と
し
て
は
、
今
後
、
労
働
政
策
審
議
会
職
業
安
定
分
科
会
労
働
力
需
給

制
度
部
会
に
お
い
て
、
労
使
を
交
え
た
さ
ら
な
る
検
討
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

第
1
　
制
度
の
在
り
方
の
検
討
に

当
た
っ
て
の
基
本
的
な
考

え
方

◇
制
度
の
検
討
に
当
た
っ
て
は
、

①
　
労
働
者
派
遣
制
度
の
労
働
力
需
給

調
整
に
お
け
る
役
割
を
評
価
し
な
が

ら
、
派
遣
労
働
者
の
保
護
及
び
雇
用

の
安
定
等
を
積
極
的
に
図
る
こ
と

②
　
派
遣
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

を
推
進
す
る
こ
と

③
　
労
使
双
方
に
と
っ
て
わ
か
り
や
す

い
制
度
と
す
る
こ
と
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第
6 

派
遣
労
働
者
の
待
遇

⑴　

均
等
・
均
衡
待
遇 

◇
均
衡
待
遇
に
関
し
て
は
、
派
遣
労
働
者

の
待
遇
の
改
善
だ
け
で
は
な
く
、
待
遇

が
低
い
こ
と
に
よ
る
派
遣
労
働
者
の
安

易
な
利
用
を
抑
制
す
る
効
果
が
あ
り
、

今
後
と
も
取
組
を
進
め
て
い
く
べ
き
。

◇
均
衡
待
遇
を
更
に
進
め
る
に
は
派
遣
先

の
更
な
る
協
力
が
不
可
欠
。
派
遣
労
働

第
5
　
派
遣
先
の
責
任
の
在
り
方

(

派
遣
先
の
団
体
交
渉
応
諾

義
務
に
つ
い
て) 

◇
集
団
的
労
使
関
係
法
上
の
使
用
者
性

は
、
労
働
者
派
遣
法
の
範
疇
で
対
応
す

べ
き
も
の
で
は
な
く
、
今
後
と
も
労
働

組
合
法
の
枠
組
み
の
中
で
考
え
て
い
く

こ
と
が
適
当
。

に
ふ
さ
わ
し
い
良
好
な
雇
用
の
質
の
確

保
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

⑷　

今
後
の
制
度
に
つ
い
て

◇
今
後
の
常
用
代
替
防
止
の
た
め
の
制
度

に
つ
い
て
は
、
有
期
雇
用
派
遣
を
対
象

と
し
、

①
　
労
働
者
個
人
単
位
で
同
一
の
派
遣

先
へ
の
派
遣
期
間
の
上
限
を
設
定
す

る
。

②
　
①
に
よ
り
派
遣
労
働
者
を
交
代
す

る
こ
と
で
有
期
雇
用
派
遣
を
続
け
る

こ
と
が
可
能
と
な
る
点
に
対
し
て

は
、
派
遣
先
の
労
使
が
チ
ェ
ッ
ク
す

る
仕
組
み
を
考
え
る
。

と
す
る
こ
と
を
中
心
に
検
討
し
て
い
く

こ
と
が
望
ま
れ
る
。

◇
派
遣
の
継
続
性
に
つ
い
て
は
、
判
断
基

準
と
な
る
範
囲
の
設
定
に
よ
っ
て
様
々

な
案
が
考
え
ら
れ
る
。

◇
労
使
の
チ
ェ
ッ
ク
の
仕
組
み
に
つ
い
て

も
、
様
々
な
案
が
考
え
ら
れ
る
。

◇
個
人
単
位
の
派
遣
期
間
の
上
限
に
達
し

た
有
期
雇
用
派
遣
労
働
者
に
は
、
派
遣

元
が
雇
用
の
安
定
の
た
め
の
措
置
を
講

じ
る
こ
と
が
適
当
。

組
み
と
な
っ
て
い
る
。 

⑶　

常
用
代
替
防
止
の
再
構
成

◇
有
期
雇
用
派
遣
は
、
間
接
雇
用
か
つ
有

期
雇
用
で
あ
る
た
め
、
派
遣
労
働
者
の

雇
用
の
不
安
定
性
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

の
機
会
が
乏
し
い
、
派
遣
先
で
の
望
ま

し
く
な
い
派
遣
利
用
の
可
能
性
、 

拡
大

し
や
す
い
性
質
と
い
っ
た
特
徴
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
一
定
の
制
約
を
設
け
、
無

限
定
な
拡
大
を
抑
制
し
て
い
く
こ
と
が

望
ま
し
い
。

◇
常
用
代
替
防
止
の
考
え
方
は
、
今
後
、

対
象
を
有
期
雇
用
派
遣
に
再
整
理
し
た

上
で
、 

・ 

個
人
が
特
定
の
仕
事
に
有
期
雇
用
派

遣
と
し
て
固
定
さ
れ
な
い
、
ま
た
労

働
市
場
全
体
で
有
期
雇
用
派
遣
が
無

限
定
に
拡
大
し
な
い
と
い
う
個
人
レ

ベ
ル
の
常
用
代
替
防
止

・ 

派
遣
先
の
常
用
労
働
者
が
有
期
雇
用

派
遣
に
代
替
さ
れ
な
い
こ
と
と
い
う

派
遣
先
レ
ベ
ル
の
常
用
代
替
防
止

の
2
つ
を
組
み
合
わ
せ
た
考
え
方
に
再

構
成
。 

◇
無
期
雇
用
派
遣
は
常
用
代
替
防
止
の
対

象
か
ら
外
す
が
、
無
期
雇
用
の
労
働
者

【今後の制度のイメージ】 

　例えば、以下を主な構成要素とする制度が考えられ
る。
①　個人レべルでの派遣期間の制限
　同一の有期雇用派遣労働者について、派遣先の組
織・業務単位における受入期間に上限を設ける。(組
織・業務単位の範囲の大きさにより、多くの選択肢) 
②　派遣期間の上限に達した者への雇用安定措置
　派遣元は、有期雇用派遣労働者が受入期間の上限
に達する場合、希望を聴取し、派遣先への直接雇用
の申入れ、新たな派遣就業先の提供、派遣元での無
期雇用化等のいずれかの措置を講じる。
③　派遣先レべルでの派遣期間の制限(派遣先の労使
のチェック) 
　継続的な有期雇用派遣の受入れが上限年数を超す
場合、派遣先の労使の会議等の判断により、上限年
数を超えた継続的受入れ等の可否を決定する。

○　有期雇用派遣の受入期間の上限については、個人
単位、派遣先単位共に３年とすることを中心に検討
することが考えられる。
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る
こ
と
が
重
要
。
日
雇
派
遣
の
原
則
禁

止
は
、
労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
今

後
の
制
度
見
直
し
に
向
け
た
議
論
が
必

要
か
ど
う
か
を
判
断
し
て
い
く
こ
と
が

適
当
。

◇
無
許
可
・
無
届
の
事
業
者
へ
の
事
業
停

止
命
令
等
の
指
導
監
督
の
強
化
を
検
討

す
る
こ
と
が
必
要
。 

◇
改
正
法
に
つ
い
て
は
、
円
滑
な
施
行
に

努
め
、
施
行
状
況
の
情
報
の
蓄
積
を
図

第
8
　
そ
の
他

◇
派
遣
元
で
無
期
雇
用
の
者
に
対
す
る
事

前
面
接
は
規
制
の
対
象
か
ら
除
外
す
る

こ
と
が
適
当
。 

者
の
賃
金
、
教
育
訓
練
、
福
利
厚
生
施

設
の
利
用
な
ど
の
面
で
派
遣
先
の
役
割

が
期
待
さ
れ
る
。 

◇
派
遣
元
に
対
し
、
待
遇
の
決
定
に
当

た
っ
て
考
慮
し
た
事
項
の
説
明
義
務
を

設
け
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。 

⑵　

労
働
・
社
会
保
険
の
適
用
促
進

◇
加
入
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
派
遣
先

が
派
遣
労
働
者
の
労
働
・
社
会
保
険
へ

の
加
入
状
況
を
確
認
す
る
仕
組
み
が
有

効
。

第
7
　
派
遣
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
措
置

◇
一
般
労
働
者
派
遣
の
許
可
要
件
に
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
措
置
に
関
す
る
事
項
を
盛

り
込
む
こ
と
等
が
適
当
。

◇
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
は
派
遣
先
の
協

力
も
重
要
で
あ
り
、
O
J
T
等
の
取

組
を
行
う
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
ま
た
、

意
欲
と
能
力
が
あ
る
派
遣
労
働
者
に

は
、
派
遣
先
等
で
の
直
接
雇
用
の
推

進
が
適
当
。

◇
国
や
業
界
団
体
の
果
た
す
役
割
も
重
要
。

労働者派遣法の制定
○ 常用代替のおそれの少ない、専門的知識等を必要とする業務等の13業

務を当初適用対象業務に（施行後直ちに３業務追加し、16業務に）
※ 制定以前は、職業安定法により労働者派遣事業は労働者供給事業と

して禁止

○ 無許可事業主からの派遣受入等に対する派遣先への勧告・公表の制度
化

○ 適用対象業務を16業務から26業務に拡大（政令）

○ 適用対象業務を原則的に自由化（禁止業務：建設、港湾運送、警備、医療、
物の製造）

※ 新たに対象となった26業務以外の業務については派遣受入期間を１
年に制限

（→	 労働者派遣制度を臨時的・一時的な労働力の需給調整に関する対
策として位置付け） 

○ 派遣労働者の直接雇用の努力義務の創設

○ 物の製造業務への労働者派遣の解禁
○ 26業務以外の業務について、派遣受入期間を1年から最大３年まで延

長
（→	 労働者派遣制度の臨時的・一時的な労働力の需給調整に関する対
策としての位置付けは引き続き維持）

○ 派遣労働者への契約の申込義務の創設

○ 日雇派遣の原則禁止
○ グループ企業内派遣を８割以下に制限
○ 離職した労働者を離職後１年以内に派遣労働者として受け入れること

を禁止 
○ マージン率等の情報提供の義務化、無期雇用への転換推進措置の努力

義務化など、派遣労働者の保護や待遇改善を強化 
○ 労働契約申込みみなし制度の創設（平成27年10月施行）

　平
成
24
年

　平
成
15
年

　平
成
11
年

　平
成
8
年

　昭
和
60
年

参考　労働者派遣法の制定・改正経緯について

　労働者派遣法は昭和60年に制定され、その後、経済・産業構造の変化や価値観の多
様化に伴う企業や労働者の多様な働き方に対するニーズに対応すべく、改正を実施。


